国　際　租　税　法

－　事　例　演　習　－　回答例　
第１問
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●租税条約なしの場合

　｢日本の所得税を全面的に負担することはない｣という点は、(全面的に負担するという用語をどういった意味合いで使用している部分はあるものの)基本的には正しい。もっともあくまで国内源泉所得について課税を受けるに止まるという意味においてということになろう。
　Jが居住者にあたるかという点をまず検討する必要がある。この点、居住者の定義は、住所・居所という民法上の概念を借用しているので、そこまで遡って考える必要がある。すなわち、居住者は、｢国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて1年以上居所を有する個人｣と定義されているが(所法2条1項3号)、この中の住所及び居所というのは民法上の概念を借用したものだから、民法におけると同様の意味を有していると考えるのが通説的見解である。
　この点、住所は、｢生活の本拠｣と定義されるものの(民法22条)、意思主義と客観主義などそれ自体解釈論が展開できる概念であり、また、居所に至っては民法上の定義はなく｢人が多少継続的に居住するが、その生活との関係の度合いが住所ほど密接ではない場所｣などとされるに止まる。これを本件にあてはめた場合、(事実認定の問題ではあるものの)Jが京都の居宅をいかに別荘であると考えていたとしても、1年間継続してそこに滞在していれば最低限｢居所｣にはあたると考えられる場合が通常であろうし、上記の1年以上のという要件も充たすため、Ｊは1年以上｢別荘｣に滞在していれば居住者に該当するとしてよいだろう。したがって、所法5条により無条件に納税義務者となってしまう。
　もっとも、日本国籍ではなく、従前からずっと日本に居たという訳でもないようであるから、おそらくは非永住者(所法2条1項4号)にあたり、国内源泉所得＋｢国内において支払われ、又は送金されたもの｣に限って課税を受ける(同7条)。このうち｢｣内は、支払送金の有無によるところ、問題文だけではそれは判別できない＋Ｊは日本で課税を受けたたくなければ、直接本国に送金を行って貰うことで対応可能なので、国内源泉所得にあたるかどうかという点が重要な意味を持つ。

　そこで、Capital Gains、給与(報酬)及び不動産の賃料は、どのような場合に国内源泉所得にあたるかという点を検討することになるが、まずCapital Gainsに関しては、譲渡による所得であるから、｢国内にある資産｣が譲渡対象であるかによって国内源泉かどうかが決される(所法161条1号)。なお、所令280条2項にこの点に関する列挙事項があり(例示列挙)、そこで社債については、振替社債や引渡義務が生じた直前に証券が日本国内にあったものなどがあげられている(すなわち、発行会社が内国法人であるからといってすべてが国内にある資産にあたるとはいえないが、発行地が海外であればすべて国内にある資産にあたらないという訳ではない。)。次に、給与(報酬)は、所法161条8号イ(なお政令は、所令285条)により決される。結論を短くまとめると｢基本は、人的役務の提供地がどこかで決まるが、役員報酬は、法人の設立地に源泉がある｣ということになる。本件で言えば、1年間ずっと日本に滞在していれば当該年度は国内源泉となる可能性は十分にありそうである(但し、役員報酬との線引きの問題あり)。他方、滞在が一年の一部でありＩ社に関する業務は専らA国滞在中に行っているということだとA国源泉となる(なお、両国で業務を行っている場合の計算方法については通達がある。)。最後に、不動産の賃料は、当該不動産が日本にあるものであれば、｢国内にある資産の運用・保有｣により生じる所得に該当するとしてしまいそうだが(所法161条1号)、実際には3号所得(1号の括弧書きに注意)に該当する。3号か1号かの違いは非居住者に対する源泉徴収の有無にある(大家さんが非居住者だと源泉徴収をしなければならない・・・)。
　なお、3号所得は、PEの有無に関係なく確定申告の上総合課税される(所法164条～166条)。したがって、Ｊが国内不動産に関して賃料収入を得ていたとすると、これまで確定申告をしていないことは、課税処分の対象となる。

●日米租税条約の適用がある場合
　通常の租税条約では、双方の内国法で居住者にあたるかをまず判断した上で双方の居住者となってしまう場合にそれを調整するという方法を採る。日米については、米国が国籍基準を採用している関係で4条2という特殊な規定が存在する。

　その結果、米国の居住者とされれば、我が国による課税は租税条約による制限を受ける。他方、我が国の居住者とされれば、条約が存しない場合と課税関係は変わらない。仮に米国の居住者ということになると、13条によりCapital Gainsの課税は、大きく制約される。これに対し給与(報酬)に関しては、14条･15条により修正されるがCapital Gains程の差異はない。不動産賃料は、いずれにしても源泉地国課税が許される(6条)ので実質的な差異が生じない。
●日中租税条約

　双方の内国法で居住者にあたる場合の調整規定がほとんどないのが特徴の一つ。中国の居住者ということになった場合、日米租税条約と大きく異なるのがCapital Gainsへの源泉地国税で、国内財産であれば基本何でもCapital Gainsに課税できるとしている(13条)。発展途上国との租税条約では、源泉地国課税が広く認められることがあることの例の一つ。
2･3
　いずれも居住者性に関して、少しずつ事実関係を変えたもの。まず、小問2については、｢現在まで引き続いて1年以上居所を有する｣という要件を充たすことはないので、国内法上は｢住所｣が日本に存在すると言えるか否かによって決される。この場合、日数の多寡は大きな間接事実ではあるが絶対ではない。
　将来の永住可能性は、現行法上直接居住者や非永住者の認定にかかってこないが、住所の認定を通じて間接的に影響を与える可能性がある。なお、平成18年改正以前の所得税法では、非永住者を｢居住者のうち、国内に永住する意思がなく、かつ、現在まで引き続いて5年以下の期間国内に住所又は居所を有する個人｣と定義しており、永住の意思が非永住者の消極的要件となっていた。但し、永住の意思は主観であるため、どうやら課税実務においては｢永住の意思がある｣として課税を行うことが難しかった様子である。
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　国内源泉所得の内容については、小問1でも議論したところだが、ここではＪが非居住者であることはまず間違いなさそうなので、その点を前提に考えようというもの。非居住者の場合、課税関係はPEの有無によって大きく異なるので、まずPEの有無を検討すると、京都の別荘は普通に考えればＪの事業には関係しないので他にPEにあたるようなものがない限り、PEはないと考えてよいだろう。

　さて、PEがないとして、その課税関係は、所得源泉に関する所法161条と164条の他212条を確認する必要がある(164条は、総合課税の対象となる所得を示しているだけなので、212条の確認も必須)。もっとも、いずれにしても1号所得のうち譲渡によって生じた所得は対象外のように読めるため、思わずＪによる資産売却には課税がなされないと考えてしまいそうだが、①譲渡所得のうち不動産関連は、161条1号ではなく1号の3により捕捉されるものなので、課税対象(源泉徴収＋総合課税)となる他、②161条1号や164条1項4号イの｢政令で定めるもの｣というのがくせ者。例えば、株式の譲渡益には、PEが存在しない限り課税がなされないのではないかというように思えるかもしれないが、内国法人の株式を25%以上所有する外国法人が1年に5%以上の株式を上とした場合、当該譲渡によって生じた所得は(譲渡直前に株式がどこに所在していたかといったことに関係なく)国内源泉所得となるだけでなく、PEの有無にかかわらず総合課税の対象となる(所令280条2項5号、291条1項3号)(なお、212条にはこれに対応する規定はないので源泉徴収の対象にはならない)。
　租税条約に関しては、日米・日中とも所得源泉そのものを修正しようという規定はないので、国内法を最大限とした上で、日米では不動産以外は原則譲渡益については源泉地国課税免除になっているのに対して、日中では源泉地国課税の制限が殆どない(ともに13条)点上記のとおり。
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　当然ながら支店を作ってしまうとI社のPEとなってしまうためとの推認が可能。ただし、名称を駐在員事務所(本来の意義としては、事業は行わず情報収集などの機能を担うに止まるもの)としたからといって事業を行っていれば1号PEにあたってしまう(法法141条1号)。しかも、当該支店の業務が非常に小さかったとしても1号PEがある限り、我が国の税法は帰属所得主義を採らないので、すべての国内源泉所得が課税対象となる。
　支店がPEとなる点は、日米・日中租税条約でも変わらないが、課税対象はPEに帰属するものに限られる。
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　Jの報酬額がすべて日本支店負担とできるのかという点が論点(なお、上記のとおり、国内法は1号PEが存在する場合に帰属所得主義を採らないので、収益サイドについてJの認識が甘い(日本法上は収益額が大きいものとされる可能性があるという趣旨)ということも予想される。したがって、実務家としてはこうした点にJの誤解がないかということも確認する必要がある。)。国内法上は、法法142条及びこれを受けた法令188条によって規律されるところである(法令188条1項1号｢合理的な基準｣)。仮にJの行っている職務が日本における事業に専ら関連するのであれば、その報酬をすべて日本支店負担とすることにそれ程問題はなさそうだが、そうではないような場合問題が発生しうる。
　なお、報酬の配賦に関する限り租税条約がこのルールを真っ向から変更しているとまではいえないだろうが、｢合理的な基準｣次第の部分は存在するだろう。
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　代理人PEの有無が論点となる。まず、Jが注文を行う証券会社は、通常であればいわゆる独立代理人にあたり代理人PE性は否定されるであろう(法令186条柱書き)。問題はJ自身であり、仮にJがIのために証券会社との契約を締結できてしまうと(個々の証券の売買注文自体が契約に該当する点注意)同条1号に該当する場合が多いだろう。なお、形式的に契約のサインだけを海外からI社のその他の者が行ったとしても、(同条1号によるか3号によるかは別として)代理人PE性が否定されるとは考えがたい。

　日米租税条約と日中租税条約とでは規定は異なるが、国内法でいう3号に該当するケースすべてについて代理人PE性が肯定できるものではなさそうである(5条)。ちなみに、日本文上｢締結する｣とされているものの英語は｢conclude｣でこれはOECDモデル条約でも同じ。そしてOECDモデル条約のコンメンタールでは、形式的に契約のサインだけを海外からI社のその他の者が行ったような場合はconclude contractsの要件は充たすとの解釈が示されている。
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　通常の株式の譲渡であれば、既に述べたように国内源泉所得にはあたっても(国内の取引所で売却すれば、必ず国内源泉所得となる(法令177条2項2号、所令280条2項2号)。)PEがなければ課税されない。
　他方、自己株式取得に応じた場合には、原則として取得の対価から一株あたりの資本金等の額(法法2条16号)を差し引いた金額が、配当とみなされ(法法24条、所法25条)、一株あたりの資本金等の額から当該株式の簿価を差し引いたものが譲渡益ないし譲渡損となる(法法61条の2、租特法37条の10)。前者がいわゆるみなし配当であり、これは5号所得に該当するため(法法138条や所法161条では、｢所得税法24条1項に規定する○○｣というように規定されているが、所法25条は、｢前条1項に規定する○○とみなす｣とあるので、所法25条の対象になるもののもやはり5号所得である。)、PEの有無にかかわらず源泉徴収の対象となる。(なお、更にこのルールには平成22年末まで例外があり、売り主が個人の場合、自己株TOBについては、みなし配当が発生しないこととされていた。)
　したがって、厳密なところは売却価格などの諸条件が分からなければ何とも言えないが、通常の株式投資であるのであれば、PEがないJやI社にとっては、市場で売却した方が有利(ないしは自己株TOBに応じる方が有利ということにはならない)ということになる。
　ところが、JとI社とがXの株式を25％以上持っていると状況が一変する。すなわち、PEの有無にかかわらず5％以上の株式を譲渡する場合には譲渡益に対し所得税・法人税が課せられる(所令291条1項3号、法令187条1項3号、)。このため、市場で譲渡する方が有利とは必ずしも言えなくなってしまう(この場合にはまさに詳細な数値が分からないとどちらが有利と断じることはできない。)。
　ここで、日米租税条約の適用がある場合、(不動産法人以外の)株式の譲渡益への課税はごく例外的な場合(この例外は旧長銀の処理を念頭に置いたもの)を除き居住地国課税のみであるのに対し、配当については株式の保有が50％に達しない限り源泉地国課税がゼロにはならないので、本文についてはいずれにしても単なる市場売却の方が有利であることが通例であろう。他方、日中租税条約の場合、株式の譲渡益に対しては基本的に国内法に従った課税可能であるのに対し、配当に対する税率は10％に低減される。このため、単純に国内法を適用した場合以上に、JとI社が株式を30％を保有している場合について、自己株TOBに応じた方が有利である可能性が高まると考えてよいだろう。
　なお、両租税条約とも配当の定義については、支払法人の国内法の定義が尊重される(日米10条6、日中10条3)ので、Xが日本法人である本件ではみなし配当も租税条約上の配当ということになる。
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　1号所得や3号所得ではなく、法人税法であれば11号所得、所得税法であれば12号所得となる点がまず持って大きな違い(法法138条、所法161条)で、このため非居住者や外国法人に関しては、PEが存在しない限り総合課税・法人税課税が発生しない。
　なお、租税条約の世界では、｢その他所得条項｣の問題としてクローズアップされた論点(当該論点自体は、日本ガイダント事件参照)。日米租税条約では、交換公文において我が国の匿名組合契約に基づく利益分配への課税が認められているのに対し、日中租税条約ではその特殊なその他所得条項(同条約が源泉地国課税を最大限認めようとするものであることのあらわれ)故に我が国の課税が否定されない。
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